我が国で最初の中国通信販売市場の研究調査報告が行わる
　ダイレクトマーケティングにおいて隣国中国の生産工場としての役割はファッション・アパレル系ではつとに定評がある。殊に関西系の通信販売大手にとっては生産パートナーとして今や無くてならぬ存在となっていよう。
しかし一方で通販市場としての中国となると皆目理解されていないようだ。
広大な国土と言い、13億を超える民と言い今までの我が国の通販市場のサイズからは遙かに逸脱したスケールだ。しかも今年上半期のＧＤＰは5兆８７７３億元で、若干の衰えが見られるとはいえ前年比9.7％の成長を相変わらず維持している。

4年後には北京五輪に向けて急ピッチの開発を進める躍動する中国の存在を単に生産工場としてのみ位置づけるのは既に誤りであろうと実感する。

実は、カタログ通販では既に1990年初頭より事業展開が行われ、テレビ市場では欧米系の通販企業が参入し、今現在インターネットのＢtoＣモデルが成長期を迎えようとしている。

一方法的には全く無防備で誇大広告や拙劣なアフターフォローなど多くの課題を抱えている。今まで放置されていたこれらの詐欺的行為に対して、2005年度中には国家レベルでの通販法が制定されようとしている。2004年末には流通業としての全面海外資本投資の法律も制定されようとしている。
　我が国においては市場としての中国通販に暑い視線を送っている企業が既に出てきており、先鞭を付けるように物流企業などが中国進出を図り実験的に集荷配送を実施している。

しかし、残念ながらその実態について今まで殆ど研究調査されてはいない。

そこで、「日中ダイレクトマーケティング研究会」では中国通販の実態について我が国で初めての調査を行い調査報告書「中国通信販売市場　調査報告書」をまとめ刊行した。

研究会の日本側研究者はＩＴコンサルテーションを手がける大倉　伸夫が主として内容を担当し、中国国籍を持つ朱　向栄が中国とのインターフェース役をにない、媒体系コンサルタントでもある山本　宏が全体の監修を行った。　調査そのものは現在中国で最も経済成長が著しく且つ民間企業が発達している浙江省の浙江師範大学工商管理学院副教授　博士　孫伯良をリーダーに、工商管理学院オフィス主任　董富華等が実施した。
本レポートの内容は第1部で中国通信販売の可能性の研究と検証を行っており、第2部ではダイレクトマーケティングの形式と中国での応用、第3部はインフラの調査、第4部では法律や制度、第5部では中国通信販売で取り扱われる可能性のある商品についての研究を行っている。
本報告の特徴は

　①　中国通販市場に着いて調査を行った日本初のレポートである。

　②　日本側メンバーと中国側メンバーが緻密な連携を取りながら纏めた。

③　日本側メンバーにも中国人スタッフがおり適切な提言を行った。

④　中国側スタッフは全員発展著しい浙江省のメンバーである。

⑤　本レポートは更なるレベルアップを目指す第一歩的存在である。

⑥　本年度内に本レポートをベースとしたセミナーを開催する予定である。

である。

アジア全域をカバーした経済圏が成立するのはまだまだ先の話であり、まずは近隣の諸国との競業や市場の開放が先行しよう。そのような市場に参入する為の知識や理解の一助となれば幸いである。

本レポートに関する問い合わせ先は
· 日中ダイレクトマーケティング研究会

　　〒　１３４－８５８８

　　　　東京都江戸川区臨海町３－６－３

　　　　電話　03-5667-5395

　　　　事務局長　山本　宏　　である。

尚、販売価格は5万円を予定している。
